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国際連帯の力で日米韓軍事同盟強化を許さず、岸田政権を打倒しよう 

                                                ●●●●(ＭＤＳ●●地区委員長) 

 

１．アジアに戦争の危機をもたらす日米韓軍事同盟 

８月１８日、アメリカで行われた日米韓３国の首脳会談は日米韓３国軍事同盟を強化しようとするものであった。

米韓首脳共同声明は「日米同盟と米韓同盟の戦略的連携を強化し、日米韓の安全保障協力を新たな高みへと

引き上げる」、「国際社会の安全と繁栄に不可欠な台湾海峡の平和と安定の重要性を再確認する」と宣言した。 

バイデン米大統領は「日米韓協力の新たな時代だ」と語り、韓国大統領のユン・ソンニョルは「キャンプデービッ

ドは韓米日が域内の安全保障で中心的な役割を担うと明らかにした歴史的な場として記憶される」と述べた。岸

田首相は「ジョー（バイデン氏）やユン大統領との信頼関係をさらに深める貴重な機会となった。歴史に新たな１

ページを刻むことを光栄に思う」と日米韓３首脳は同盟強化を自画自賛した（『朝日新聞』８月２０日）。 

当然のことながら『読売新聞』は「日米韓のゆるぎない結束を世界に示した節目の会議といえるだろう」と高く評

価した（８月２０日社説）。日米韓は少なくとも１年に１度、首脳、外相、防衛相、経産相、国家安全保障局長間で

会合を開くこと 、また自衛隊、米軍、韓国軍の合同軍事訓練を定例化し実施することを確認した。 

日米韓軍事同盟の強化により、中国、朝鮮を抑え込み、インド太平洋地域を支配していこうとする意志を示した

ものであった。 

早速８月２１日、過去最大規模の米韓合同軍事演習「ウルチフリーダムシールド」が実施された。ユン・ソンニョ

ル韓国大統領は「真の平和は圧倒的な力によって守られる。北朝鮮の、いかなる挑発にも即刻かつ圧倒的に報

復する」（『朝日新聞』８月２２日）と軍事対決の姿勢を示した。 

日本の戦争推進者も台湾有事について挑発的言動を発する。日本の麻生太郎自民党副総裁は「日本、台湾、

米国をはじめとした有志の国に、非常に強い抑止力を機能させる覚悟が求められている。闘う覚悟だ」（『朝日新

聞』８月９日）と対中国戦争をあおった。この発言は麻生の個人的発言ではなく、自民党の鈴木馨祐政調副会長

は「政府内部を含め、調整をした結果だ」と述べた（８月９日『ＢＳフジ』）。岸田政権は総体として台湾有事に戦う

意思を示したのである。 

２月のＭＤＳ集会でもふれたが、アメリカのシンクタンクＣＳＩＳ(戦略国際問題研究所)による台湾有事２４のシナ

リオのうち二つだけが中国が勝利するというものであった。その一つは米軍が介入せず台湾が孤立する場合。もう

一つは米軍が介入するものの日本が中立を維持し、在日米軍の参戦を認めないとする場合だけである。米国の

勝利の条件として、「米国が日本国内の基地を戦闘行動のために使用できるようにする」「日本が根幹である」と

いう。(ＣＳＩＳ The First Battle of the Next War。January 9,2023)。 

日本においてもアメリカと連動しながら台湾有事を想定し、準備を進めている。笹川平和財団安全保障研究グ

ループ「日米同盟の在り方研究」プロジェクトメンバーは、「中国が台湾に武力進攻しようとすれば、日本の南西諸

島は中国海空軍による海上封鎖及び航空封鎖の下に置かれる。日本の領土が中国の軍事的コントロールに置

かれることは日本の主権・領土の侵害であり、日本にとっての有事であるともいえる」（森本敏・小原凡司『台湾有

事のシナリオ』ミネルヴァ書房、２０２２年）３２６－７ページ）、と台湾有事イコール日本有事として捉えている。自衛

隊の元幹部が集まって行った台湾有事のシュミレーションにおいて、「戦略的な観点で言えば、台湾を取れば中

国は太平洋に出ていく扇の要に当たる土地をとることになります」（岩田清文元陸上幕僚長、岩田清文・武居智

久・尾上定正・兼原伸克『自衛隊最高幹部が語る台湾有事』新潮新書。２０２２年、１８４ページ）。「万が一、台湾

有事が始まれば、米国のアジア最大の出城である日本は、台湾と同時に蹂躙される危険がある」（同上、２００ペ

ージ）として、琉球弧（南西諸島）における自衛隊の強化を要求している。この要求にこたえたのが昨年１２月の安

保３文書に基づく大軍拡予算である。 
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２．大軍拡予算 

 岸田政権の公然たる戦争推進路線は、２０２４年度予算概算要求に明確に示されている。 

【図１】に示すように防衛省は、軍事費を２０２３年度当初予算から１３％増やし過去最大の７兆７３８５億円をもと

めた。敵基地攻撃の能力を持つ長射程ミサイルの開発・取得に７５５１億円、極超音速ミサイル日米共同開発７５０

億円、イージスシステム搭載艦２隻３７９７億円などが計上された【図表２】。 

台湾有事を想定して沖縄南西諸島（琉球弧）への軍事支出が突出

している。宮古島への電子戦部隊配備などに６５億円（宮古島市に配

備計画が伝えられたのは８月２５日で、３１日配備計画発表の直前で

あった）、石垣島駐屯地整備に１３１億円、与那国駐屯地での燃料施

設整備、倉庫新設の調査・設計１億円、北大東村への空自移動式警

戒監視レーダー配備計画の調査・設計６億円、陸自沖縄訓練場（沖

縄市）弾薬庫、隊庁舎整備の調査設計費２３億円、那覇駐屯地では

第１５旅団の師団化に向けた隊庁舎整備４７億円、司令部の地下化４億円、自衛隊那覇病院の建て替え調査設

計１１億円、有事に負傷した隊員に使う輸血用血液製剤の確保に４０００万円などが計上されている（『琉球新報』

９月２日）。まさに「沖縄の軍事要塞化予算だ」（『琉球新報』 ９月２日社説）。また琉球弧だけでなく日本中の自衛

隊基地の強靭化や弾薬庫建設を進めようとしている。 

この軍拡予算のもと日米の共同軍事訓練が進められている。１０月１４日から１０月３１日まで「レゾリュート・ドラ

ゴン」という陸上自衛隊と米海兵隊による南西諸島

での共同訓練を初めて行う。沖縄県内では訓練の

ための共同調整所を開設し、総合火力誘導訓練、

兵站、衛生訓練。海兵隊レーダーによる警戒・監

視・基地警備訓練などを行う。奄美大島の瀬戸内内

分屯地では、補給品を輸送する兵站訓練を実施す

る。嘉手納飛行場に補給品を集め、陸自の輸送ヘリ

ＣＨ４７やオスプレイで奄美大島に輸送し、陸自車両

に積み込む。このほか熊本県の自衛隊駐屯地、高

遊原（たかゆうばる）分屯地、大分県の日出生台（ひ

じゅうだい）・十文字原（じゅうもんじばる）演習場、宮

崎・鹿児島県の霧島演習場も連動して実施される

（『琉球新報』 ８月２８日）。 

このような台湾有事を想定した軍拡路線を最高裁

は辺野古新基地建設計画の設計変更をめぐる訴訟

において不当判決で後押しした（経過は【図表３】）。

沖縄県の訴えは二つ。国交大臣が県の不承認処分

【図表２】 

『朝日新聞』９月７日 

『しんぶん赤旗』９月１日 

【図表１】 

『毎日新聞』９月５日 

【図表３】 



3 

 

を取り消す裁決をしたこと、また国交大臣が是正指示したことを違法と訴えていた。これに対し最高裁は８月２４日、

１点目は不受理とし、２点目は９月４日に辺野古埋め立て工事の設計変更を承認するよう迫った国土交通相の是

正指示を不当にも適法とした。 

これに対し玉城知事は「判決内容を踏まえ、県が行政としてどのように対応するか検討せざるを得ない。しかし

私が、沖縄の過重な基地負担の軽減、普天間飛行場の危険性の除去、辺野古新基地建設の断念を求める意思

に変わりはない」（『毎日新聞』９月５日）と述べた。 

沖縄県は最高裁判決によって設計変更承認を義務付けられたわけではない。白藤博行専修大学名誉教授が

「地方自治法は是正指示を適法とする判決が出ても、承認は地方公共団体の判断に委ねている。国が代わりに

承認する代執行の仕組みが用意されているが、要件を満たし、県との訴訟で決着して初めて国が執行する。最

終的な司法判断は下されていないと言える。最終局面まで地方公共団体に自主的判断の余地を認めているの

は、国と地方が対等な関係にあることに照らして、地方自治を手厚く保障するためだ」（『朝日新聞』 ９月６日）と指

摘するように、知事が承認せずとも法律上は正当である。９月１２日に開かれたオール沖縄の会学習会において

も徳田博人琉球大学教授も、公有水面埋立法に照らして知事の不承認の是非が判断されるべきであるにもかか

わらず、「最高裁は判断を逃げた」。その判断回避により不承認が違法とされたわけではない、としている。 

【図表４】に示されるように今後も知事が変更承認を拒否し

続ける場合、政府は代執行を求めてくるが、「まだたたかえ

る。代執行手続きが終わるまでに知事は何度も反論する機

会がある」(『しんぶん赤旗』 ９月５日）と指摘する。沖縄県民

の意思は固い。奥間政則さんは、「最高裁の判断がすべて

でない。新基地建設は軟弱地盤だけでなく、耐震設計の問

題もあり、徹底的に闘う必要がある」（『東京新聞』 ８月３１

日）と述べた。「『辺野古』県民投票の会」元代表の元山仁士

郎さんは、「沖縄の重い基地負担が変わらない以上、県民は

移設計画の再考をあきらめずに求めると思うし、私自身も認

めない（『毎日新聞』９月５日）という。 

このような沖縄県民の強い意志に連帯し、知事が不承認

を継続できるように辺野古新基地建設阻止の闘いをさらに強

めていかねばならない。この闘いの大きな力となるのがＺＨＡ

Ｐ（ＺＥＮＫＯ辺野古反基地プロジェクト）賛同署名運動であ

る。２０２１年ＺＥＮＫＯ、ＭＤＳ、ＤＳＡＩＣ（アメリカ民主主義的

社会主義者国際委員会）３団体の呼びかけでスタートし、ア

メリカ市民に辺野古新基地建設反対を訴え、米連邦議会議

員に署名を提出した。現在、「『台湾有事』ＮＯ！沖縄戦を繰

り返すな！」第２次署名を集めている。沖縄県民の意思を日

本政府に対してだけでなく、アメリカ市民、連邦議会、政府に働きかけることは、沖縄県民にとって大きな闘いの

展望となっている。 

９月２４日「沖縄を再び戦場にさせない県民の会」設立・キックオフ集会、１１月２３日には「沖縄を再び戦場にさ

せない県民大集会」が開催される。この「沖縄を再び戦場にさせない県民の会」は、米軍基地だけでなく琉球弧

全体への自衛隊基地建設強化にも反対する立場で設立される。共同代表具志堅隆松さんは、「本土マスコミによ

る中国脅威論の流布」と「沖縄が再び戦場になることへの県民の危機感の無さ」を指摘し、「どうか県民の皆さん、

再びの沖縄戦を回避するための２４キックオフ集会に是非ご参加ください」と訴える（９．２４キックオフ集会チラシ）。 

 そして１１月２３日の「沖縄再び戦場にさせない県民大集会」には、多くの沖縄の反戦・市民団体が参加する。こ

の闘いに参加・連帯し、日本の大軍拡を沖縄から阻止していかねばならない。 

【図表４】 

『毎日新聞』９月５日 
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３．岸田政権下で進む生活破壊 

岸田政権のこのような軍拡路線は市民生活の破壊をもたらす。 

まず円安とウクライナ戦争による資源価格増大によるインフレの結果、実質賃金は低下を続け７月は２．５％減

少した【図表５】。この結果、困窮世帯を物価高が直撃している。困窮世帯を支援するＮＰＯ法人「キッズドア」の調

査（５月３０日―６月６日）によれば物価高騰の影響が明確に出ている。「食料の質を落とすしかなく、学校の健康

診断で子どもはやせすぎで注意を受けた」「おなかがすいても、水を飲んでごまかした」（【図表６】 『朝日新聞』 

７月５日）。 

このような市民の生活悪

化の中で、資本は巨大な

利益を上げ続けている。２

０２２年度法人企業統計に

よれば、全産業で売上高

９.０％増１５７８兆４３９６億

円、経常利益１３.５％増９５

兆２８００億円、内部留保７.

４％増５５４兆７７７７億円と

過去最高を記録した（『朝

日新聞』 ９月２日）。 

このような状況であるにもかかわらず、政府、資本は消費税増税な

ど、さらに市民、労働者の負担を増やそうとしている。 

介護保険では保険料引き上げ、利用者負担の引き上げが企図さ

れている。【図表７】にみるように利用者負担が２割になると要介護２

では利用者の負担は年間２４万円増になる。 

 

 

 

【図表５】 

『しんぶん赤旗』９月９日 

■介護の利用者負担が２～３割になったときの負担額

―単身世帯が居宅サービスを利用限度額まで利用した場合―

１割 ２割 ３割 ２割（１割からの負担額） ３割

要支援１ 5,032円 1万0,064円 1万5,096円 1万0,064円（5,032円） 1万5,096円

要支援２ 1万0,531円 2万1,062円 3万1,593円 2万1,062円（1万0,531円） 3万1,593円

要介護１ 1万6,765円 3万3,530円 5万0,295円 3万3,530円（1万6,765円） 4万4,400円

要介護２ 1万9,705円 3万9,410円 5万9,115円 3万9,410円（1万9,705円） 4万4,400円

要介護３ 2万7,048円 5万4,096円 8万1,144円 4万4,400円（1万7,352円） 4万4,400円

要介護４ 3万0,938円 6万1,876円 9万2,814円 4万4,400円（1万3,462円） 4万4,400円

要介護５ 3万6,217円 7万2,434円 10万8,651円 4万4,400円（8,183円） 4万4,400円

最終的な利用者負担額（償還払い後）いったん払う利用者負担額

※負担の上限額が4万4,400円となるのは前年所得が市町村民税課税世帯から課税所得380万円（年収770万円）未満

【図表７】 

『しんぶん赤旗』７月２日 

【図表６】 

『朝日新聞』７月５日 
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 ６月３０日に出された政府税制調査

会中期答申は労働者に対する増税の

方向を示した。【図表８】によると退職

金控除、給与所得控除、配偶者控除、

生命保険料控除の縮小廃止を目指し

ている。退職金の場合、勤続３０年退

職金２５００万円で、現行控除２０年ま

で年４０万円、２１年目から年７０万円、

これを一律年４０万円にすると４５万円

増税となる（『日本経済新聞』 ８月１２

日）。 

また１０月１日より導入されるインボイ

ス（適格請求書）制度は増税をもたら

す。これまで売り上げ１０００万円未満

の事業者は消費税が免除されていた

が、インボイスを発行するためには消

費税の確定申告が必要となる。事業者

が消費税の確定申告をせずにインボイスを発行しない場合、取引先は仕入れにかかわる消費税を差し引くことが

できないので、事業者を変えるか、その分値下げを要求することになる(＊)。１０００万円以下の零細業者、フリー

ランスにとってみれば税負担が重くなる。政府の計算では２４８０億円の増税となるが、湖東京至元静岡大学教

授・税理士によれば【図表９】に示す通り、１兆円に上るという（『全国商工新聞』 ６月１２日）。 

 

＊インボイス制度が導入されると、イン

ボイス以外の領収証では、消費税の仕

入税額控除ができなくなる。例えば、

売上が３３０万円、仕入が２２０万円の

取引の場合、売上の消費税３０万円か

ら、仕入の消費税２０万円を控除した１

０万円の消費税を国に納めることにな

る。ところが、その仕入先がインボイス

を発行することができない事業者であ

れば、仕入の消費税２０万円を控除す

ることができず、売上の消費税３０万円

をまるまる納税しなければならなくなる。

となると、インボイスを発行できない事

業者からの仕入は消費税を余分に納

税することになり損となるので、インボイスを発行できる事業者からの仕入に切り替えていくこととなり、インボイ

スを発行できない事業者はどんどんと淘汰されていくということになる。 

 

しかもインボイス制度導入により消費税の複数税率を広く設定することが可能となり、消費税増税をやり易くす

る。経団連は異次元の少子化対策などの財源として消費税を取り上げ、「中長期的な視点からは、引き上げは有

力な選択肢の一つ」と提言した（『朝日新聞』 ９月１２日）。政府、グローバル資本は大軍拡とデジタル化の財源と

【図表８】 

『東京新聞』８月２８日 

【図表９】 

『全国商工新聞』６月１２日 
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して消費税増税をもくろんでいるのである。インフレ対策として消費税を引き下げ、あるいは廃止すべきであるにも

かかわらず、消費税増税をしようというのである。実質賃金は下がり、税、保険料、利用者負担が増える中で市民

生活はますます悪化する。 

さらに岸田政権はデジタル化を推進するためにマイナンバーカードを無理やり推進している。問題点が続出し

ているにも関わらず保険証廃止は撤回しない。経済同友会の新浪剛史代表幹事は、政府が健康保険証の廃止

を目指す２０２４年秋を納期と位置付け、「民間はこの納期って大変重要で、必ず守ってやり遂げる、これが日本

の大変重要な文化でありますから（政府は）ぜひとも保険証廃止を実現するよう納期に向けてしっかりやっていた

だきたい」と発言した（『東京新聞』 ８月１５日）。市民が迷惑しようがグローバル資本にとってデジタル情報は絶対

に必要というのである。 

 

４．軍拡・改憲を推進する維新 

統一地方選で大幅な議席増を実現した日本維新の会は、「第２自民党」を標榜し、改憲・軍拡・開発を進めて

いる。７－８月行われた読売・早大共同世論調査によれば、自公政権を今後も続けていくべきだは２８％で、そう

思わないが６８％であった。また今後野党として主導権を握るべきだと思う党は維新が３８％、立民は１５％、どちら

でもない３８％であった。また維新のイメージとして「改革意欲がある」４７％、「若者世代を大切にしている」２６％

であった（『読売新聞』 ９月９日）。維新のいう「身を切る改革」が一定浸透している。これが地方選での維新の大

幅議席増をもたらした。 

しかし維新が進める最大の事業である、万博、カジノで問題が続出している。万博は工事が進まず、事業費が

膨れ上がっている。カジノについて、９月５日大阪府市は大阪ＩＲ（カジノ）実施協定案を発表した。これによれば

開業時期を１年延期し２０３０年秋とし、事業費は１９００億円増の１兆２７００億円に変更した。協定案の最大の問

題点は事業者が２０２６年９月まで違約金なしでＩR・カジノ事業から撤退できる条項が規定されていることである。

カジノ建設に大阪府市が多額の支出を行っているが、府市の目指すカジノそのものができないことがありうるとい

うことである。 

 万博、カジノの事業費増大などの結果、大阪市２０２４年度予算は３３８億円赤字となる（『朝日新聞』９月９日）。

維新は万博、カジノへの支出を続け、資本の利益を何としても保障する立場である。それを、教育費無償化など

を自らが実現したかのように宣伝し、各選挙で票を取っている。しかしカジノ反対運動の展開により、カジノを止め

るならば維新の構想を打ち破ることは可能である。粘り強いカジノ反対の運動を進めなければならない。そのこと

により改憲勢力の大きな力の一つである維新の政治的力を大きく減らすことが可能となる。 

 

５．どう闘うか 

今こそ戦争・軍拡勢力をアジア、全世界から追放し、平和を確立するべき時である。 

インドで開かれたＧ２０では、ウクライナ戦争についてロシアを名指しで批判しないというインドなどのグローバル

サウスの意見が貫かれ、ウクライナ戦争支援を求めるアメリカの主張は通らなかった。英国最大労組ＴＵＣ（労働

組合会議５５０万人）大会でウクライナ軍事支援支持の決議に対し、ストップ戦争連合は反対運動を展開し、支持

は可決されたが、多くの賛成をえた。世界の反戦運動はウクライナ戦争即時停戦、和平交渉を求めるグローバル

行動週間（９/30－１０/８） を、国際反戦共同行動として闘う。この闘いに連帯し日本でも一翼を担う。 

アジアにおいては台湾有事をあおる戦争勢力に対し、日米韓の市民が連帯して闘うときである。韓国での朝鮮

戦争を終結させ、星州(ソンジュ)ソソンリのＴＨＡＡＤ（高高度ミサイル防衛システム）基地建設反対の闘いに連帯

する。台湾有事を口実として琉球弧を軍事要塞化させない闘いに連帯していく。ＤＳＡとともにＺＨＡＰ賛同署名

運動を広げ、沖縄辺野古新基地建設を阻止していく。ＤＳＡとＺＥＮＫＯが集めた第１次署名が連邦議会でのＡＯ

Ｃ（アレクサンドリア・オカシオ・コルテス）の軍事予算修正案提出の大きな力となった。確信をもって２次署名を集

めていこう。 
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台湾有事の名のもと大軍拡を進め、日米韓軍事同盟を強化し、アジアに戦争をまき散らそうとする岸田政権を

打倒しよう。日米韓市民が連帯して軍拡戦争路線と対決しよう。台湾有事の日本における戦場となる沖縄、琉球

弧の市民の闘いに連帯し勝利しよう。アジア、世界に平和を確立するときである。 

岸田の内閣支持率は【図表１０】にみられるように低い。９月１３日の

内閣改造後の世論調査でも内閣支持率に変化はない（ 『日本経済

新聞』 ４２％、『読売新聞』 ３５％、 『朝日新聞』３７％、 『毎日新聞』

２５％）。当然である。危険な軍拡を推し進め、アジアに戦争の危機を

あおり、物価対策を取らず、実質賃金を下げ、社会保障を切り捨て、

市民の税負担と社会保険料負担を引き上げ、福島原発事故の汚染

水放出、迷惑な保険証廃止を無理やり進める岸田政権が支持される

わけがない。 

これに対し岸田政権は野党分断、抱き込みで対応しようとしている。

国民民主は自公政権参加をねらっている。岸田は国民民主の前参院

議員矢田稚子を首相補佐官に任命した。露骨な国民民主の取り込み

策動である。立憲は軍拡問題で長射程ミサイルを認めるなどあいまい

な態度を取り続け、共産党との共闘に消極的である。維新は自ら「第２

自民党」というくらいであり、自公と本質的に変わるところがない。市民

と立憲野党の共闘を破壊することで、岸田政権は延命を狙っている。 

現時点で衆議院選挙における野党共闘は進んでいない。『東京新聞』の試算によれば(【図表１１】)、２０２１年

の衆議院選挙で野党が候補者を一本化して勝利した５９選挙区で、

立憲と共産が統一しなかった場合３０選挙区で敗北する可能性があ

るとしている（『東京新聞』 ８月２７日）。 

しかし、９月３日投開票の岩手県知事選挙、立川市長選挙で自公

候補が敗北した。この結果にみられるように岸田政権に対する市民

の批判は強い。大軍拡に鋭く対決する市民と野党の共闘を作り上げ

ねばならない。これを岸田政権打倒に強めなければならない。 

ウクライナ戦争や台湾有事を進める戦争勢力の策動は、増税、社

会保障切捨て、インフレなどのよる市民生活破壊をもたらす。これに

対する市民の怒りは根強い。 

ＭＤＳは軍拡を阻止し、戦争推進勢力＝グローバル資本の飽くあ

くなき利潤追求に対し、これを規制し、民主主義的社会主義に進む

ことを目指し闘っている。 

大軍拡・生活破壊の岸田政権に対し、沖縄の闘いに連帯し勝利し

よう。日米韓市民の連帯でバイデン、ユン・ソニョル、岸田を追放しア

ジアに平和をつくりだそう。世界の反戦運動と連帯し、ウクライナ戦争

をやめさせ、世界に平和をつくりだそう。 

 

◆１１月２３日、沖縄県民大集会に参加しよう。 沖縄の闘いに連帯 

し、岸田軍拡政権を打倒しよう。  

◆ＤＳＡ（アメリカ民主主義的社会主義者）と連帯し、ＺＨＡＰ（ＺＥＮＫ

Ｏ辺野古反 基地プロジェクト）賛同署名を広げ、アメリカへの働き

かけを強め、韓国・ソソンリや全国の反基地、反軍拡の闘いに連

帯しよう。 

◆横浜ノースドッグ、京丹後Ⅹバンドレーダー基地、京都祝園など全国で進む日米軍事基地強化を阻止しよう。 

◆ウクライナ戦争即時停戦、和平交渉を求めるグローバル行動週間（９/30－１０/８） を、国際反戦共同行動と

して全国で取り組もう。 

◆民主主義的社会主義を実現するためＭＤＳに入り、共に闘おう。 

【図表１０】 

『日本経済新聞』８月２９日 

【図表１１】 

『東京新聞』８月２７日 


